
 
「輸出貿易管理令第４条第３項の規定に基づく経済産業大臣が告示で定める貨物」等の一部改正

案に対する意見公募手続きの結果について 

 

令和８年９月１８日 

経 済 産 業 省  

貿易経済安全保障局貿易管理部貿易管理課 

 

「輸出貿易管理令第４条第３項の規定に基づく経済産業大臣が告示で定める貨物」等の一部改

正案に対する意見募集について、令和８年６月２２日から令和８年７月２２日まで意見公募手続

を実施しました。 

提出意見と提出意見を考慮した結果については以下のとおりです。 

今後とも、経済産業行政にご協力を賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。 

 

１．意見公募の実施方法  

（１）募集期間：令和８年６月２２日（月）～令和８年７月２２日（水）  

（２）告知方法：電子政府の総合窓口（e-Gov）に掲載 

（３）意見提出方法：電子政府の総合窓口（e-Gov）の意見提出フォーム、電子メール及び郵便 

 

２．提出意見数 

１件 

 

３．提出された意見 

別紙のとおり 

※行政手続法第四十三条第二項の規定に基づき、提出意見は整理又は要約しています。 

 

 



 
（別紙） 

 
御意見の概要 御意見に対する考え方 

１ 今回の改正により、新たな残留性有機汚染物質を輸出承認の対象とするこ

とには賛成ですが、その実効性を確保するための執行体制の強化を同時に進

めることが重要であると考えます。 

近年、税関職員による検査能力を大きく上回るペースで貨物量が増加して

おり、十分な検査が困難な状況になっているものと考えられます。 

ストックホルム条約に基づく輸出規制は、適正な申告と十分な検査が行わ

れて初めて実効性を持つ制度です。現状の検査体制のまま規制対象だけを追

加しても、法令を遵守する事業者の負担だけが増え、この状況を利用して虚

偽申告を行う事業者との公平性を欠く結果になりかねません。 

そのため、制度改正と併せて、例えば以下のような対策を検討すべきと考

えます。 

・税関職員及び検査設備の増強 

・リスク分析を活用した重点検査の拡充 

・越境 EC貨物や少額貨物に対する監視体制の強化 

・虚偽申告が判明した場合の行政処分・刑事罰の厳格な適用及び公表 

・繰り返し違反する輸出者・発送者に対する重点監視制度の導入 

ご意見ありがとうございます。 

ご指摘を踏まえ、引き続き税関とも連携しつつ、規制対象物質に対する輸

出手続き及び実務の円滑で確実な運用実施の両立に努めてまいります。 

 


